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2018年 6月 2日 過労死防止学会第 4回大会 日中韓・過労死防止国際シンポジウム 

中国過労問題研究の現状 

 

楊河清 首都経済貿易大学 教授 中国適切労働学会会長 

    童玉芬 首都経済貿易大学 教授 中国適切労働学会副会長 

    王欣 首都経済貿易大学 博士生 中国適切労働学会理事 

 

要旨 

 海外過労問題に関する研究を振り返ると、１９世紀から２１世紀にかけて、明らかに３

つの段階を辿っている。医学という単一分野の研究から多学科との融合、そして経済学の

視点からの研究など徐々に広げつつある。一方、中国の場合は、2000年以後、漸く一部の

研究者が関連分野の研究に注目するようになるが、先進国よりはるかに遅れている。先進

国の過労問題研究を学科構造から比較しても、学科分布、進化の道筋はまったく異なる特

徴を示している。これまで、中国国内の研究は経済学と法学分野に偏重し、医学、心理学

の分野ではまだ研究成果が少ないといえる。 

キーワード：過労問題、「過労死」、発展の道筋、学科分布 

1. 海外過労問題研究の沿革の回顧 

1.1 19世紀から 20世紀の 70年代、医学単一分野の研究 

 

図 1 海外定期刊行物の論文発表数の変化（1884-2014） 

データ参照先：WOS文献検索、検索日は 2014年 8月まで 

 

WOS文献検索を分析すると、はじめて海外で「overwork 」に言及したのは 1884年に

さかのぼる。その後の研究で業務と死亡に関連する事件は遡って 1863年になる。「その年、

ロンドン新聞が 20歳の女性労働者を報道した。縫製工場で毎日の平均勤務時間は 16.5時

間、のちに過労で亡くなった」。その記事には、その頃のイギリス、アメリカの平均労働時
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間は 3500時間前後（Nishiyama & Johnson，1997）と述べている。20世紀に入ると、海外

の研究者は主に医学的視点から過労問題について研究を行われるようになった。例えば、

Crouzon（1923）は電話交換手に対して調査を行い、従業員が過労後神経の乱れ、幻聴を起

こしやすいと示唆している。Fromenty（1939）、Lampard（1951）らは、知識人、内科医な

ど頭脳労働者に対して、医学診断と心身健康という両側面から過労の影響を分析した。1960

年以後定期刊行物から毎年 1、2 本過労問題に関する研究論文が発表されている（図 1 を

参照）。60、70 年代に入っても、過労問題の研究は依然として医学分野にとどまり、かつ

多くは過労総合疾病の治療に関するものであった。定期刊行物の平均年増加率は 42 %、実

際の発刊数は前時期より明らかに増えている。 

 

1.2  20世紀 80、90年代から他の学科研究との融合 

80年代に入ると、議論の焦点は社会学科分野に移りはじめた。Rhin（1981）、Scott（1994）

などは社会科学の視点から労働者の過労を探究しながらも、労働と釣り合わない安価な労

働報酬の現象に結論付けただけ。Hunt（1983）は、さらに過労と失業の共存現象を分析し

た。90 年代に入ると、「過労死」に関する文献はますます増加し続け、特に日本の研究者

たちにおける研究成果は目覚ましいものであった。日本の過労問題研究は 20世紀 50年代

からスタートして 70 年代は「小さい火花」が散らばり、80 年代末期には完全に開花して

いる。その後、20 年にわたる盛んな時期を経て、2009 年になると緩やかな発展期に突入

し、半世紀以上にわたる研究業績は逆 U字の道を辿っている。その間、社会学、法学など

多くの学科がこの問題を取り込み、医学分野だけの局面が突破され、研究対象もより広く

なり、企業労働者へ移行し始めた。この段階の過労問題の研究は、多学科、多視点、多岐

分野の成果が「全面的開花」になった。研究成果は「噴出」状態を呈し、定期刊行物の年

平均成長率は 62 %に達した。 

1.3  21世紀はじめ、経済学視点の研究は徐々に増加 

「過労」によって疾病、さらに死亡に至る可能性がある。この要素から影響を受け、海

外における多くの研究は医学、法学、心理学的視点から研究を行われた。しかし、「過剰労

働」問題は主に社会労働から由来し、それ自体が社会問題に属し、関連対象は労働者であ

り、労働時間と労働強度などの問題に関与している。また、過労の結果は雇用搾取効果と

経済的損失効果などの要素に関連しているため、研究効率の面から経済学の関与は不可欠

である。よって、2000年以降、経済学視点の研究が徐々に増えるようになった。 

研究調査では、2006 年の労働賠償事件の中、精神障害は 205 件、そのうち 66 件の自殺

と自殺未遂事件がある。精神障害者の中では 30～40 代の労働者は 40 %を占めている。

（Atsuko，2009）。Kondo（2010）は、過労による自殺現象について経済学的角度から分析

を行った。「金融危機時に自殺率が高くなる。その原因は、自殺は通常心理疾患のようなも

のである。例えば、うつ病など。失業や不安定な労働からもたらした経済的な困難は鬱憤

を招く原因である。不況の間、労働者が失業し、雇用不安定の確率が増し、例え正社員で

あっても大規模な失業にあう可能性があり、完全にこの災難から逃げられないことに危惧

を感じる」。同時に、無償残業及び仕事・家庭のバランス問題など研究はますます深みを見

せている。海外の研究結果は中国の長時間労働現象にも反映されている。特に、北京、上
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海、広州のような大都市の民間企業や外資系企業では、3 / 4以上の労働者は疲労、筋肉

痛、睡眠と飲食失調、ストレス、仕事-家庭のアンバランス現象が現れている。さらに、

15.4 %の人は「過労死」のエッジラインに瀕している。この時期の定期刊行物の論文発表

数の平均年増加率は 21 %に下がったものの、論文の数はほぼ毎年 10本を超えている。 

 

2. わが国の過労問題研究の発展趨勢 

データ参照先：CNKI 学術文献オンラインサービスの題名欄は「過労」、「過剰労働」、

「過度疲労」、「過労死」、「適度労働」などのキーワードが含まれている。検索日は 2017

年 12月まで。 

 

2.1 中国の過労問題研究の発展プロセス 

中国国内の過労問題研究の進展は、1990年を研究元年（図 2を参照）とみることができ

る。その年「過労死」というキーワードを使った文献が登場し、鐘愛國（1990）「日本の過

労死」は『職業と健康』で発表され、日本人は「過労死」を「会社のために過剰労働によ

り死亡」と述べている。同年、沈清（1990）は『国際展望』で「日本企業の「殺し屋」―

―過労死」を発表した。鐘愛國の論文よりかなり詳細に、全面的に「過労死」を紹介した。

さらに、日本人は「経済の繁栄とビジネスの激しい競争によって、一部の中下層労働者、

場合によっては上層労働者が過労、過度残業、精神的なストレスによって急死する」現象

を「過労死」と指摘した。 

 

2000年以降、漸く多くの研究者がこの分野に注目しはじめた。2006年、王艾青は「過労

と雇用クラウディング効果の分析」において、はじめて「過剰労働」という言葉が使用し
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た（王艾青,2006）。この言葉は、その後 10年の間多くの研究者に使われ、特に 2010年以

降「過剰労働」に関する研究が目立つようになった。これは「中国適切労働研究センター」

（現在は「中国適切労働研究分会」）の成立と密接な関係がある。これまで、すでに 6回学

会が開催された。第 1回目は数十名の参加者から、今日では高等教育機関の教師、研究院

の研究者、医師、企業顧問、全国総労働組合の責任者及び大学院生など 150人近くの会員

を引き寄せている。 

しかしながら、2008年以降「過労死」に関する研究成果は徐々に減少し、不安定な下降

傾向を呈している。2017年まではこの分野の研究成果は 7本しかなく、学科領域の分布は、

日本の影響を受け、医学と法学の視点から研究からスタートしていたが、主流になってい

ないため、規模、影響力はまだ不十分である。一方、2005年以降、管理学、経済学、社会

学などの視点からの研究は逆に主流となりつつある。特に学会のサポートと推進を受け、

関連問題の研究視点がより一層深まりつつ、広がるようになっている。各分野の専門家も

この問題についてますます注目するようになってきている。 

 

2.2 中国の過労問題の研究論文分析 

 

表 1 国内「過労」問題研究の論文発表状況（単位：本） 

著者 発表数 

発表時期 

研究領域 
~ 

2001  

2001~ 

2005 

2006~ 

2010 

2011~ 

2015 

2016 

~ 

杨河清 16 0 0 5 6 5 経済学、社会学 

羅財喜 10 0 0 10 0 0 法学 

王丹 10 0 0 3 7 0 管理学 

孟続鐸 7 0 0 0 7 0 経済学 

王欣 6 0 0 0 2 4 経済学、管理学 

楊菊賢 5 0 0 4 1 0 医学 

唐和平 4 0 4 0 0 0 社会学 

王艾青 3 0 0 3 0 0 経済学 

黄河 3 0 0 2 1 0 経済学、社会学 

王素娟 3 0 0 0 3 0 管理学 

データ引用先：CNKI 学術文献オンラインサービスによる。検索日は 2017 年 12 月ま
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で。 

わが国すでに論文 3本以上を発表した研究者を統計分析で調べたところ、合わせて 11人

がいる。しかし、論文本数は 5本未満の研究者が半数を占め、10本以上発表した研究者は

3人しかいない（表 1を参考）。また、これらの研究者のうち、1人だけ 2006年から各時期

に発表し続け、持続的な研究を行われている。発表されている論文についてそれぞれの研

究視点と方向を分析するしてみると、国内の「過労」問題研究は、主に経済学、社会学、

管理学と法学に集中しているが、医学や心理学における研究は非常に不足している。 

国内における「過労」論文の掲載数が 3本を超える定期刊行物は合計 9種類がある。こ

のうち、2種の定期刊行物は長期にわたって関連論文を掲載し、4種類の定期刊行物が近年

になって徐々に掲載されるようになっている状況である。経済学と管理学分野の論文は主

に『中国人力資源開発』に集中しているが、法学分野の論文は『法制と社会』に集中して

いる。定期刊行物の質をみると、9種の定期刊行物のうち CSINIから検索できるものは『人

口と経済』のみ、『中国人力資源開発』（2011年までは CSINI検索定期刊行物）と『人口と

経済』は北京大学のコア刊行物に収録されている。その他の刊行物はすべて一般的なもの。

定期刊行物のグレードは、論文の品質、そして科学研究成果の貢献度とグレードの高さを

大きく左右するものである。労働経済学や他の分野に比べて、「過労」問題の研究は、定期

刊行物の質においてまだ大きな格差がある。 

3. まとめ 

本稿は、指向分析と定量分析を組み合わせた手法を通じて「過労」問題の研究文献を対

象に、その内容や構造的特徴などについて分析を行った。よって、アメリカ、イギリス、

ドイツ、フランス、日本などの先進国の関連問題の研究や動向の理解を深め、中、日「過

労」研究が直面している課題、発展方向の比較を通して、中国の「過労」問題研究スター

トの遅れ、日本に比べると少なくとも 15年の差があることが明らかである。中国は、研究

グループによる研究が少なく、研究者の分散、活躍している研究者が多くないなどの問題

を抱えている。 

まず、「過労」問題について系統的、専門的な研究、例えば医学分野での研究は 100年近

くの歴史を持ち、さらに一部の研究者が当該分野において長期にわたって研究し続けてい

る。そして、研究分野に関して、ほとんどの先進国は長い間医学分野の独占状態から徐々

に多分野と溶け込む過程を経ている。経済学の視点から研究を展開している研究者が 20世

紀 90年代からようやく増えるようになってきている。 

先進国は長い期間をかけて「過労」問題を研究してきたのに対し、中国の研究スタート

が遅く、2000 年以降ようやく何人かの研究者がこの問題に注目し、関連研究を始めたが、

先進国よりはるかに遅れている。また、研究者という視点からみると、中国の研究者は 1

年のうち何本か「過労」問題の研究論文を発表するが、継続的研究成果は見られない。中

国の定期刊行物は、「過労」問題に関心あるものが少なく、中心となっているのは、経済管

理類の論文を中心に扱う『中国人力資源開発』、CSININI期刊『人口と経済』の 2種類とな

っている。学科構造の面で先進国と比較しても、中国の「過労」問題研究は、学科分布と

進化の歴史から、完全に異なる特徴を示している。これまで、中国国内の研究は経済学と

法学分野が多く、その他関連する重要な学科、例えば、医学、心理学の研究成果が少ない。 
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労働力市場、就業、所得分配、労働保障、人的資源開発などの研究は引き続き注目され

るとともに、近年、労働関係、人的資本分野の研究は上昇する傾向を見せている。このよ

うな背景から、これまで空白だった「過労」問題の研究も、労働経済学研究者たちの注目

を集め始めるようになりつつある。これは中国の労働経済研究の発展の偶然性を反映する

だけでなく、中国の「過労」問題研究の学科構造が独自の特色を備える必然性も反映して

いる。むろん、中国は先進国の道を後追いする必要がないが、医学、心理学、社会学分野

の研究の欠落は、今後中国の「過労」問題研究を全面的、系統的、総合的に深化させるた

めには極めて不利である。 
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